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「（仮称）第 2 次北区地球温暖化対策地域推進計画」の策定について

１．策定主旨

（１）策定根拠 

  地球温暖化対策の推進に関する法律第１９条第２項及び第２１条第３項において、

地方公共団体は、温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策に関する事項を定め

る計画を策定することとされています。 

北区では、平成 20 年 3 月に「北区地球温暖化対策地域推進計画」を策定し、二

酸化炭素排出量の削減目標を定め、区民、事業者、区が一体となって削減目標達成に

向けた取組を推進してきましたが、平成29年度に計画期間が終了します。 

そこで、平成 30 年度を計画の初年度とする計画を定める必要があることから、

「（仮称）第２次北区地球温暖化対策地域推進計画」を策定します。 

（２）北区の現況 

北区では、「北区地球温暖化対策地域推進計画」における取組の効果として、2014

年度のエネルギー消費量は、基準年である1990年度比で、19.4％の削減となって

います。 

一方、2011 年の東日本大震災をきっかけに火力発電による電力量が増加し（原

子力発電所の停止が原因）、CO2 排出係数（電気の供給１kWh あたりの CO2 排出

量を示す数値）が増加したことから、2014年度の北区のCO2 排出量は、エネルギ

ー消費量が減少したにもかかわらず、基準年である 1990 年度比で 1.9％の増加と

なっており、CO2 の削減目標だけでは、取組の成果がわかりにくい状況になってい

ます。 

（３）地球温暖化対策を巡る動向 

2014年 10月に採択された IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）の第5

次評価報告書では、地球温暖化の事実は疑う余地がないこと、また、世界の CO2 累

積排出量と世界の平均地上気温の上昇量がほぼ比例関係にあることが示されました。 

こうしたなか、2016年 11月に「パリ協定」が発効され、日本は2030年度に

2013年度比で温室効果ガスを26％削減の目標を掲げました。また、2016年に閣

議決定された「地球温暖化対策計画」では、2030 年度の削減目標に加えて、長期

目標として、2050年までに80％削減することが示されました。 

日本全体で、これまで以上に地球温暖化問題を解決するための取組が求められてお

り、北区においても、区民・事業者が徹底的な省エネ行動が行えるよう、家庭におけ

る省資源や省エネルギー活動に対する支援、公共施設における率先行動を進めていく

ことが必要となっています。 

資料１
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３．計画の構成（案） 

項目 改定の方向性 

１．計画策定の背景と意義 

1.1 北区地球温暖化対策地域推進計画策

定の背景及び意義 

 1.2 北区の地域特性の整理 

1.1：以下の新たな動向について言及 

・パリ協定など国際的な動向 

・東日本大震災以降のエネルギー政策の転換 

・地球温暖化対策を巡る施策動向 など 

1.2：人口、産業等のデータを更新 

２．計画の位置づけ 

2.1 計画の目的 

 2.2 計画の位置づけ 

 2.3 計画期間 

 2.4 対象とする温室効果ガス 

 2.5 対象とする地域 

 2.6 対象とする活動 

2.3：計画期間は、2018～2027年の10年間を

基本とするが、国の目標値である 2030 年までの

計画とするかどうかも検討 

3．温室効果ガスの排出状況と将来予測 

3.1 北区における温室効果ガス排出量の

推移と現状 

 3.2 北区における温室効果ガス排出量の

将来予測 

3.1：特別区の温室効果ガス排出量のデータを基に

整理（東京都提供資料） 

3.2：「特別区における温室効果ガス算出のための

標準的な算定手法」に基づき将来推計 

４．温暖化防止に関する意識と取り組み

状況 

本年度実施するアンケートの結果を反映 

５．温室効果ガス削減の基本方針と削減

目標の設定 

5.1 温室効果ガス排出量削減の基本理念

と基本方針 

 5.2 温室効果ガス排出量削減目標の設定 

5.1：まちづくりとの連携（低炭素まちづくり）や

廃棄物分野の取組、気候変動への適応策等を新たに

追加することを検討 

5.2：CO2の削減目標に加え、取組成果がわかりや

すい目標（省エネルギー目標や原単位目標）を検討 

６．温室効果ガス削減の具体的プログラ

ムと重点施策 

6.1 削減目標を実現するための具体的な

プログラム（主体別） 

 6.2 重点的優先的に推進する重点施策の

提示 

6.1：5.1 と同様（まちづくりとの連携や廃棄物分

野の取り組み、気候変動への適応策等を新たに追加

することを検討） 

７．計画の推進体制 

7.1 計画の推進組織 

 7.2 進行管理の方法 

7.1：北区地球温暖化対策地域協議会のあり方検討 
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1. 二酸化炭素排出量の動向

1.1. 総排出量の推移

「東京都提供資料」を基に、二酸化炭素排出量の目標達成状況を整理する。 

現行計画では、基準年度（1990年度）比で以下の目標を掲げている。 

・短 期：2008～2012年度平均で－2.0％ 

⇒ 1,106千 t-CO2（＝1,129千 t-CO2×0.98） 

・中長期：2008～2017年度平均で－3.0％ 

⇒ 1,095千 t-CO2（＝1,129千 t-CO2×0.97） 

現在、達成状況の評価が可能な短期目標について見ると、2008～2012 年度の排出量

の平均は1,146 千 t-CO2であり、対基準年度比で1.5％増となっている。 

2008～2012年度の毎年の二酸化炭素排出量の推移を見ると、2009年度、2010年

度は基準年度比でマイナスであるが、2012 年度、2013 年度が 7～9％の増加となって

いる。これは、2011 年の東日本大震災をきっかけに火力発電電力量が増加（原子力発電

所が停止）し、「CO2排出係数」が増加したことが背景にあると考えられる。2014年度

は、電力会社の発電電力量に占める石油火力の割合が低下したことからCO2も減少に転じ

ている。 
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出典：東京都提供資料 

図 1-1 北区の二酸化炭素排出量の推移 
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1.2. 部門別排出量の推移

部門別排出量の構成比の推移を見ると、産業部門、運輸部門が減少する一方、家

庭部門、業務部門が増加していることがわかる。実数ベースでも家庭部門、業務部

門は基準年度と比較して増加している。2014年度では家庭部門が41.4％、業務

部門が 29.8％となっており、両部門で二酸化炭素排出量の 71.2％を占めている。

二酸化炭素排出量の総量を削減する上では、家庭・業務の部門（民生部門）での対

策が重要であることがわかる。

出典：東京都提供資料  

図 1-2 北区の二酸化炭素排出量の部門別構成比の推移 

図 1-3 北区の二酸化炭素排出量の部門別排出量の推移 
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2. エネルギー消費量の動向

2.1. 総消費量の推移

現行計画の CO2 の削減目標に準じて、エネルギー消費量の削減目標を設定する

と、以下のようになる。 

・短 期：2008～2012年度平均で－2.0％ 

 ⇒ 14,710TJ（＝15,010TJ×0.98） 

・中長期：2008～2017年度平均で－3.0％ 

 ⇒ 14,560TJ（＝15,010TJ×0.97） 

短期目標の期間である2008～2012年度の消費量の平均は13,314TJであり、

対基準年度比で 11.3％減となっている。電力会社の CO2 排出係数の影響により

CO2の削減目標は未達成となっているが、エネルギー消費量の削減は着実に進んで

いることがわかる。2014年は基準年度比で約2割減となっている。 
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※：目標の14,710TJはCO2の削減目標に準じて設定した値     出典：東京都提供資料 

図 2-1 北区のエネルギー消費量の推移 
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2.2. 部門別消費量の推移

部門別消費量の構成比の推移を見ると、産業部門、運輸部門が減少、業務部門が

横ばいで推移する一方、家庭部門が増加していることがわかる。実数ベースでは基

準年度と比較して、家庭部門、業務部門が増加している。業務部門は計画策定時と

比べると減少しているが、家庭部門が高止まりで推移している。2014年では家庭

部門が43.1％、業務部門が26.5％となっており、両部門で消費量の69.6％を占

めている。消費量の総量は減少で推移しているが、それらは家庭部門以外の効果と

なっている。 

出典：東京都提供資料  

図 2-2 北区のエネルギー消費量の部門別構成比の推移 

図 2-3 北区のエネルギー消費量の部門別排出量の推移
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2.3. 世帯当たりのエネルギー消費量の推移

世帯当たりの家庭部門のエネルギー消費量の推移を見ると、減少傾向が見られる

ことから、世帯単位での省エネ化は進んでいることがわかる。家庭部門のエネルギ

ー消費量（総量）が増加している背景には世帯数の増加があり、総量を抑制するた

めには、家庭部門での一層の省エネ化が必要となる。 

※１：世帯数は住民基本台帳の各年10月１日現在の値 

※２：2012年7月9日の住民基本台帳法の改正により、 

住民基本台帳の世帯数の値は法改正前後で大きく異なる。 

ここでは経年比較が可能な2012年以降のデータで整理 

出典：東京都提供資料 

図 2-4 北区の世帯数と１世帯当たりのエネルギー消費量の推移
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3. 施策の取組状況

3.1. 行政における温暖化対策の取組状況

現行計画の「施策の体系」のうち「行政における温暖化対策」の進捗状況を整理

する。 

表 3-1 「行政における温暖化対策」の取組状況

部門 温暖化対策 取組状況 

産業部門 
・ 

民生部門
（業務）

京都議定書目標達成計画に基づく
CO2削減の推進 

・エネルギー消費量は京都議定書の基準年である 
1990年度と比べて約 1 割減少した（目標は2％
減）。 

環境マネジメントシステムに基づく
庁舎内の省エネルギー・省資源活動
の推進 

・平成21年5月に取得した「エコアクション21」
に基づく環境マネジメントシステムを運用。（平27
年5月更新） 

区有施設でのLCEM（ライフサイク
ルエネルギー管理)の検討 

・「区有施設保全計画」（平成27年3月）に基づき、
温室効果ガスの抑制等環境負荷の低減も視野に入
れて、区有施設の改築計画を検討している。 

区有施設での省エネ診断事業、区有
施設ESCO事業導入可能性調査 

・平成23年度に設備改修効果の高い30施設につい
て省エネルギー診断を実施した。 

区有施設への新エネルギー等の導入 
・区有施設改修時等に、新エネルギー・省エネルギー
機器を導入することで、エネルギー使用の削減を図
っている。 

クールビズの実践 
・夏季におけるクールビズの工夫により冷房の使用を
抑制。 

事業者への環境活動自己診断などの
普及・啓発 

・事業者向けの省エネルギー講習会を実施。 

事業者への省エネ型機器についての
情報提供（経費節減効果など） 

・区ホームページやパンフレット等にて「新エネルギ
ー及び省エネルギー機器等導入助成」を案内してい
る。 

・国や都、エネルギー関連団体等が実施している支援
制度等についても、上記助成事業と伴わせて情報提
供を行っている。 

事業者への省エネ機器の導入支援 
・事業者を対象に、新エネルギー及び省エネルギー機
器導入費用の一部を助成。 

中小事業者向け環境規格取得支援 
・区内事業者を対象に、「エコアクション 21」及び
「ISO14001」の認証・登録を支援。

省エネ研修会・講習会の開催 ・事業者向けの省エネルギー講習会を実施。 

無料の省エネ診断の紹介 

・無料の省エネ診断事業について、「新エネルギー及
び省エネルギー機器等導入助成」と連携を図り、診
断結果に基づく設備改修に対して助成を行ってい
る。区ホームページやパンフレット等で周知を行っ
ている。 
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部門 温暖化対策 取組状況 

民生部門
（家庭） 
民生部門
（業務） 

太陽光発電などの新エネルギー等導
入支援 

・個人、事業者又は管理組合等を対象に、新エネルギ
ー及び省エネルギー機器導入費用の一部を助成。 

軽装での執務の率先取組み 
・夏季におけるクールビズの工夫により冷房の使用を
抑制。 

区民への環境活動自己診断などの普
及・啓発 

・平成20年度より小学生とその家族を対象に環境活
動自己診断制度を実施。 

新エネルギー導入効果についての情
報提供（経費節減効果など） 

・区ホームページやパンフレット等にて「新エネルギ
ー及び省エネルギー機器等導入助成」を案内してい
る。 

・国や都、エネルギー関連団体等が実施している支援
制度等についても、上記助成事業と伴わせて情報提
供を行っている。 

省エネ型住宅や省エネ型機器につい
ての情報提供 

・パンフレット等による情報提供により、エコハウス
を奨励。 

・マンションの共用部分の省エネ対策について、分か
り易くまとめたガイドブックを作成・無料配布して
いるほか、省エネ対策を行ったマンションの実例に
ついて、対策効果（省エネ効果、コスト削減効果）
を交えて区ホームページで紹介。 

新エネルギー利用機器や省エネルギ
ー機器の導入に関する国や都の助
成、優遇など諸制度に関する情報提
供 

・国や都、エネルギー関連団体等が実施している支援
制度等について、「新エネルギー及び省エネルギー
機器等導入助成」と伴わせて、区ホームページやパ
ンフレット等にて情報提供を行っている。 

運輸部門

クリーンエネルギー自動車の率先導
入 

・庁有車への低公害車の導入（電気自動車、天然ガス
自動車、ハイブリッド自動車、ＬＰＧ自動車）を実
施 

TDM（交通需要マネジメント）の推
進による負荷の軽減（通過・進入車
両） 

・コミュニティバス、駐車場の整備に加え、自転車利
用の促進、バリアフリー化による公共交通機関の利
便性の向上など、自動車から公共交通機関や自転車
への転換を促進。 

通行車両・進入車両の公共交通機関
へのシフト促進（国や都の政策への
協力） 

・区では、コミュニティバスについてPRを実施（鉄
道や都電などは各事業主体が実施）。 

違法駐車対策による負荷の削減（通
過・進入車両） 

・違法駐車の削減のため、駅周辺に駐車場を整備。 

アイドリング・ストップ装置やエコ
ドライブなどの普及啓発 

・アイドリング・ストップ装置の導入に係る助成制度
を実施（平成21年度廃止）。 
・平成22年度にエコドライブ教習会を実施。 
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3.2. 重点施策の取組状況

現行計画の重点施策のうち区の取組として掲げられている施策を対象に進捗状況を整理

する。 

重点施策1：省エネルギー型ライフスタイルへの転換 

■省エネ設備導入時の補助制度の運用 

【実績】 

・新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成：個人、事業者又は管理組合等を対象に、

新エネルギー及び省エネルギー機器導入費用の一部を助成している（平成20～27年度

累計件数：3,841件）。 

・省エネ設備を取り巻く状況変化に応じて、助成対象等を適宜追加・変更するなど機動的

に対応している。 

【評価・課題】 

・省エネ設備の普及に順調に寄与している。今後とも、省エネ設備に関わる市場動向や技

術動向を踏まえながら、助成対象等の柔軟な対応が必要である。 

■省エネ型機器についての情報提供 

【実績】 

・北区マンション省エネガイドブック：マンションの共用部分 

の省エネ対策について、分かり易くまとめたガイドブックを 

作成・無料配布している。 

・省エネコンサルタント派遣：集合住宅の管理組合などに対し、 

区が委託したコンサルタント（無料）が、エネルギーの使用 

状況や設備を診断し、光熱費削減のための設備改修や運用方法の改善について、具体的

な提案やアドバイスを実施している（平成26～27年度累計件数：21件）。 

・また、省エネ対策を行ったマンションの実例について、対策効果（省エネ効果、コスト 

削減効果）を交えて区ホームページで紹介している。 

・マンション省エネ対策セミナー：マンションの省エネ対策の普及啓発を図るため、平成 

26年度からマンション省エネ対策セミナーを開催している（年3回）。 

【評価・課題】 

・北区の住宅は、共同住宅が 75％（平成 25 年度住宅土地統計調査）を占めていること

から、マンションの管理組合をターゲットとした省エネ対策の普及・啓発に取り組んで

いる。 

・省エネコンサルタント派遣は、診断を受けた管理組合から満足しているとの回答を得て

いるほか、省エネ診断後の省エネ設備導入の際に、区の助成金を利用するといった支援

制度の有効活用事例も見られることから一定の効果が見られる。 

・今後は、マンション共有部だけでなく、個々の家庭での省エネ型機器の導入に向けた情 

報提供の充実も必要である。 
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■庁舎における省エネ活動の実践 

【実績】 

・平成 21 年 5 月に取得した「エコアクション 21」に基づく環境マネジメントシステム

を運用している（平成27年 5月更新）。 

・平成 14 年度に北区役所地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「実行計画」と

いう。）を策定した後、定期的に計画を改定し、現在は第4次実行計画（平成 25～29 

年度）をもとに温室効果ガス排出量及びエネルギー使用量等に関する数値目標を設定し、

達成状況を点検している。 

・第 4次実行計画では、温室効果ガスに関し、平成22年度比で 7％の削減目標を設定し

ているが、平成25・26・27年度は目標未達成の結果となっている。 

・温室効果ガス排出量の内訳は、電気使用量に伴う排出量が最も多く、電気とガス使用に

起因する排出量が総排出量の 95%以上を占めている。 

・なお、温室効果ガス排出以外の環境項目（１９ 項目）のうち、14 項目は環境目標を達

成している。 

【評価・課題】 

・温室効果ガスの目標未達成は、電力の二酸化炭素の排出係数の増加（2011 年の東日本

大震災をきっかけとした火力発電電力量の増加が原因）が背景にあると考えられる。 

・一方、電気及びガス等の使用量は目標を達成しており、着実に省エネ活動が進展してい

ることから、各職場での省エネルギー・省資源の取組を継続することが必要である。 

図 3-1 温室効果ガス総排出量の推移

表 3-2 環境目標達成状況（平成 27年度）

○環境目標達成項目 ○環境目標未達成項目
電気使用量 エネルギー使用量（電気、ガス）消費量 公用車燃料使用量[軽油] 

ガス使用量 エネルギー使用量（電気、ガス）消費原単位 低公害車導入率 

水道使用量 公共下水道への排水量 コピー用紙の購入量 

水道使用量消費原単位 公共下水道への排水量消費原単位 廃棄物排出量（可燃ごみ） 

廃棄物排出量（不燃ごみ） 公用車燃料使用量[ガソリン] 資源回収（紙類） 

資源回収（びん） 公用車燃料使用量[CNG（天然ガス）]  

資源回収（かん） 公用車燃料使用量 [LPG（液化石油ガス）]  
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重点施策2：新エネルギー等の導入

■新エネルギー等導入支援 ※省エネ設備導入時の補助制度の運用の再掲 

【実績】 

・新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成：個人、事業者又は管理組合等を対象に、

新エネルギー及び省エネルギー機器導入費用の一部を助成している（平成20～27年度

累計件数：3,841件）。 

・省エネ設備を取り巻く状況変化に応じて、助成対象等を適宜追加・変更するなど機動的

に対応している。 

【評価・課題】 

・省エネ設備の普及に順調に寄与している。今後とも、省エネ設備に関わる市場動向や技

術動向を踏まえながら、助成対象等の柔軟な対応が必要である。 

■区有施設における率先導入 

【実績】 

・区有施設改修時等に、新エネルギー・省エネルギー機器を導入することで、エネルギー

使用の削減を図っている。 

・平成27年度時点の新エネルギー・省エネルギー機器導入実績は次の通りである。 

●太陽光発電システム導入施設：12施設 

●太陽熱温水器導入施設：8施設 

●地中熱利用システム導入施設：2施設 

 ・上記の他、LED導入や空調機器更新も施設改修工事の一環として、随時行っている。 

【評価・課題】 

・区有施設の新エネ・省エネ化事業は順調に進捗しており、今後も着実に導入を進めてい

くことが必要である。 

■新エネルギーに関する情報提供 

【実績】 

・区ホームページやパンフレット等で、区独自の取組みである「新エネルギー及び省エネ

ルギー機器等導入助成」の案内をしている。 

・国や都、エネルギー関連団体等が実施している支援制度等について、「新エネルギー及

び省エネルギー機器等導入助成」と伴わせて、区ホームページやパンフレット等にて情

報提供を行っている。 

【評価・課題】 

・新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成（前述）が有効に活用されている背景に

は、情報提供の取組の効果もあると考えられる。 



 11

重点施策3：建築物の省エネルギー化

■屋上緑化・パッシブ建材などの導入支援 

【実績】 

・区では、平成5 年から「東京都北区都市建築物緑化促進事業助成金交付要綱」に基づき、

新たに屋上緑化等を行う場合、造成費用の一部を助成している。 

【評価・課題】 

・屋上やベランダ、壁面等の緑化により、ヒートアイランド現象の緩和や汚染された空気

の浄化など、都市環境の改善に寄与している。 

・なお、緑化は適切に維持管理されていることが重要なため、助成後の検証やフォローを

行うことが課題である。 

表 3-3 建築物緑化助成実績

■区有施設における率先導入 

【実績】 

・地球環境に配慮した学校施設整備として、エコスクール事業を推進しており、そのなか

で屋上緑化・壁面緑化等を実施している。 

・平成27年度現在、屋上緑化は22校、壁面緑化は20校で導入している。 

【評価・課題】 

・エコスクール事業の実施により、ヒートアイランド現象の緩和や汚染された空気の浄化

など、都市環境の改善に寄与しているほか、環境学習の機会となっている。 

・児童・生徒が身近でみどりを育成し、触れ合える場として、環境教育に活用していくこ

とが重要である。 

図 3-2 校舎での屋上緑化
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重点施策4：環境学習の推進

■学校教育における環境学習の実践 

【実績】 

・環境問題を基礎から正しく理解し、自ら考え行動する力を養うことを目的に、お茶の水

女子大学及び東京家政大学との連携による北区環境大学事業を実施しており、その中で

小学校などと連携して、環境課題について簡単な実験を通して科学的思考力を養うカリ

キュラムである「子ども環境講座」を開催している。 

・地球環境に配慮した学校施設整備として、エコスクール事業を推進しており、そのなか

で屋上緑化・壁面緑化等を実施している。児童・生徒、教員、ＰＴＡが力を合わせて管

理し、環境学習の場・機会として活用している。 

【評価・課題】 

・学校における環境教育の拠点機能の充実が図られており、今後は、教員向けの環境学習

のモデルプログラム・マニュアルなど、ソフト面の充実が課題である。 

■社会教育における環境学習の実践 

【実績】 

・北区環境大学事業（前述）では、お茶の水女子大学及び東京家政大学と連携し、多彩な

講座を開催している。 

・環境学習の教材として、楽しみながら、環境配慮や具体的環境行動につなげてもらうた

め、区内在住・在学の小学生から標語を募集して環境かるた「北区 ecoかるた」を平成

27 年度に作成した。また、このかるたを使い、小学生を対象とした「北区 eco かるた

大会」を実施している。 

・「北区 ecoかるた」を活用したかるた遊びや工作などの体験を通して、楽しく遊びなが

ら、広く環境について学ぶ機会の場として「省エネ道場」を平成 28 年度より開催して

いる。 

【評価・課題】 

・北区環境大学事業により、環境学習の機会の拡充や地域の担い手となる環境リーダーの

発掘・育成につながっている。 

・今後は、環境大学の講座の受講者が、学んだ成果を地域で活かすことができる機会の充

実など、受講者の知識を波及・還元させるような仕組みの充実が課題である。 

・「北区 eco かるた大会」や「省エネ道場」の参加者が固定化しないよう、広く普及させ

ていくことが重要である。 

表 3-4 環境大学事業での講座内容と参加者数（平成 27年度）
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■公園の整備事業・管理事業を利用した環境学習の実践 

【実績】 

・公園づくりのはじめからワークショップやアンケートなどによる住民参加の手法により、

住民主体の身近な公園づくりを進めている。 

・公園の供用後においても、ワークショップで生まれた地域コミュニティを中心に、美化

ボランティア制度などを導入し、公園管理の一部への区民参加を推進している。 

 公園や児童遊園の「美化ボランティア」グループ：64グループ（平成29年 4月現在） 

【評価・課題】 

・公園の整備事業・管理事業への区民参加の仕組みが定着しており、引き続き参加拡大に

向けた取組が求められる。 

図 3-3 公園整備におけるワークショップの事例



資料３ 

意識調査について（案）

1. 目的

区民及び区内事業者の地球温暖化に対する意識や取組状況を把握し、今後

の対策推進へ反映することを目的とし、アンケート調査を実施する。 

2. 概要

①区民 

抽出方法 
区内に住む20歳以上の方から無作為抽出 

※1世帯に複数の調査票は配布しない 

サンプル数 1,000人 

調査期間 平成 29年 7月末～8月半ば見込み（3週間程度） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

②事業者 

抽出方法 公務を除く従業員数5人以上の事業所から無作為抽出 

サンプル数 1,800事業所 

調査期間 平成 29年 7月末～8月半ば見込み（3週間程度） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

3. 調査項目

○属性 

○地球温暖化問題への関心 

○地球温暖化対策への取組状況 

○地球温暖化対策に対する区への要望 



資料４ 

- 1 - 

日頃から区政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。 

本区では、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため平成 19 年度に「北区

地球温暖化対策地域推進計画」を策定しました。このたび平成 29 年度の改定に向けて

現行計画の施策の効果検証を行うために、区民の皆さま 1,0０0 名を無作為に選ばせて

いただき、調査を実施いたします。 

この調査は無記名であり、統計的に処理いたしますので皆さまにご迷惑をお掛けする

ことはございません。より有効な調査とするためには、一人でも多くの皆さまのお声を

お聴かせいただきたいと存じます。全てに回答できない場合は、わかる範囲でお答えく

ださい。 

なお、区民の皆さまから無作為に選ばせていただいているため、他にも本区からアン

ケートのお願いが届いている場合もございます。ご多忙の折、誠に恐縮ではございます

が、調査へのご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

ご回答いただきました調査票につきましては、同封の返信用封筒に入れて、○月○日

（○）までに郵便ポストにご投函いただきますよう、お願い申し上げます。 

平成２9年 ○月 

東京都北区 生活環境部 環境課 

この調査に関してのお問い合わせは、下記までお願いします。 

東京都北区 生活環境部 環境課 環境政策係 

電話 03－3908－8603（直通） 

ＦＡＸ 03－３906－8474

北区地球温暖化対策地域推進計画の改定に関する

区 民 意 識 調 査

（案）



■地球温暖化についての説明 

- 2 - 

地球温暖化って何？ 

地球の表面は太陽のエネルギーで温められています。温められた地球から放出された熱の多くは宇宙

に放出されますが、一部、二酸化炭素、メタンや一酸化炭素などの温室効果ガスと呼ばれる気体によっ

て吸収され地球を温室のように温かく保ってくれています。ところが、この温室効果ガス、特に二酸化

炭素が増え大気中に熱がこもり、気温が上

昇することを地球温暖化といいます。 

その原因は？ 

温室効果ガスの約 95％が二酸化炭素に

なります。二酸化炭素のほとんどが、エネ

ルギーを作る際に排出されます。そのため、

電気やガソリンなどのエネルギーを大量に

使うことが二酸化炭素の発生につながり、

地球温暖化が進む原因となっています。 

温暖化が進むとどうなるの？ 

地球温暖化は、異常気象を引き起こすこ 

とになり、私たちの生活にも関係してきます。 

温室効果ガスの排出量はどれくらい？ 

日本は、京都議定書で約束をした「平成20年度～平成24年度の5年間で平成2年度と比較して6％

削減」に対し、8.4％削減し目標を達成しました。しかし、削減量には、森林が吸収する量や国同士の

排出量取引等が含まれるため、温室効果ガスの排出量だけでみると5か年平均は12億7,800万トン

と1.4％増加しています。さらに、平成28年 11月に「パリ協定」が発効され、日本は「平成42年

度に平成 25 年度と比較して 26％削減」の中期削減目標を掲げています。目標達成には、従来の取り

組みの延長では実現困難です。国、地方公共団体、事業者、国民等、あらゆる主体が自分ごととして捉

え、削減に向けて積極的に取り組む必要があります。 

温暖化を防止するには？ 

地球温暖化防止のためには、二酸化炭素の排出を減らす

ことが必要です。節電や節水・ごみの減量などエネルギー

や資源の無駄使いをなくすとともに、太陽光発電などの自然エネルギーを有効に利用していくことが重

要です。また、二酸化炭素を吸収する植物を増やす緑化も有効な手段の一つになります。

①健康被害 

猛暑が続くと、体へ負荷がかかるよう

になります。熱中症にかかる危険も高

くなり、マラリアなどの熱帯性の感染

症の発生範囲が広が 

り免疫のない人への 

感染拡大が考えら 

れます。

②自然災害の増加 

降雨パターンが大きく変わり、台

風やハリケーンなどの熱帯性の

低気圧が猛威を振るい、洪水や高

潮などの被害が 

増加する可能性 

があります。 

③農作物の被害 

気温が上がると、害虫が増えた

り、これまで作っていた作物が

気温に適さなくなったりして、

収穫できる量 

が少なくなり 

ます。 

出典：環境省「子ども環境白書2012」 

出典：全国地球温暖化防止活動センター 

出典：環境省「子ども環境白書2012」 
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1.あなたご自身やご世帯の状況について 

性別 1．男性   2．女性 

年齢 
1．20歳代   2．30歳代   3．40歳代 

4．50歳代   5．60歳代   6．70歳以上  

職業 

（近いもの） 

1．農林業（農・畜産・林業の従事者）       2．会社員    

3．自営業主（工場主、商店主、個人経営者など）またはその手伝い 

4．会社団体役員   5．教員 

6．教職員以外の公務員（国家・地方公務員、警察官など）  

7．専業主婦・主夫  ８．パート・アルバイト   ９．学生 

10．無職      11.その他（            ） 

同居家族の

人数 
あなたを含めて （    ）人 

住宅形態 
1．一戸建て（持家）  2．一戸建て（借家）  3．集合住宅（持家）   

4．集合住宅（借家）  5．社宅・寮      6．その他（      ） 

居住年数 
1．2年未満         2．2年以上5年未満 

3．5年以上10年未満   4．10年以上30年未満   5．30年以上 

床面積 延べ床面積 ： （             ）㎡ 

所有車台数 （     ）台（※未保有はゼロを記入）

通勤・通学先 

1．自宅  2．北区内  3．東京都内（北区を除く）  4．東京都以外 

5．その他（                         ） 

6．非該当（通勤・通学していない） 

通勤・通学 

手段 

1．徒歩  2．自転車   3．徒歩（または自転車）と公共交通  

4．自動車 5．その他（                  ） 

6．非該当（通勤・通学していない） 
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問 1．省エネ技術の向上により、最新の家電の消費電力は、古い家電よりずいぶん少な

くなっている場合が多くあります。そこで、あなたのご世帯でお持ちの家電機器

の台数と購入時期（何年前に購入されたか）についておたずねします。次の項目

のうち当てはまるものに、それぞれ台数をご記入ください。 

家電機器名 
保有台数 

（合計） 

購入時期 

3年未満 3年～9年 10年以上 不明 

記入例）テレビ 2  台 1   台 0   台 1   台 0   台 

エアコン 台 台 台 台 台 

テレビ 台 台 台 台 台 

パソコン 台 台 台 台 台 

冷蔵庫 台 台 台 台 台 

2.地球温暖化問題への関心について

問２．最近、新聞やニュースなどで地球温暖化が報じられています。あなたは地球温暖

化に関する認識は次のうちどれですか。（あてはまるもの1つに○） 

1．非常に重要と考えている   2．重要と考えている   3．どちらとも言えない 

4．あまり関心がない      5．分からない 

問 3．地球温暖化への対応は差し迫った問題であると思いますか。 

（あてはまるもの1つに○） 

1．そう思う       2．どちらかといえばそう思う   3．あまり思わない 

4．そうは思わない    5．わからない       

問４．我が国では、温室効果ガス（※）排出量を平成４２年度（2030年度）までに平

成２５年度（2013 年度）と比べて 26％削減するという目標を掲げました。そ

のことを知っていますか。 

（あてはまるもの1つに○） 

1．よく知っている  2．少しは知っている 3．聞いたことはあるが、あまり知らない 

4．全く知らない   5．わからない       

※温室効果ガスとは、温室効果をもたらす気体の総称で、二酸化炭素やメタンなどが該当します。 
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問 5．地球温暖化対策に取り組む姿勢として、あなたの考えに近いものをお選びくださ

い。（あてはまるもの1つに○） 

1．積極的に取り組みたい        2．少しぐらい負担になっても取り組みたい  

3．負担にならない範囲で取り組みたい  4．取り組むつもりはない    

問 6．地球温暖化対策に対する北区の取り組みにおいて、知っている取り組みをお選び

ください。（あてはまるもの全てに○） 

1．新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成 

2．マンション省エネ対策（省エネコンサルタント派遣、省エネ対策セミナーなど） 

3．屋上・ベランダ・壁面緑化助成   

4．北区 eco かるた    

問 7．地球温暖化をはじめとする環境に関する情報は、主にどういった方法で入手しま

すか。（あてはまるもの全てに○） 

1．家族・知人    2．新聞・雑誌・書籍    3．テレビ・ラジオ 

4．インターネット  5．区や都のホームページ  6．研究会・講演会・イベントなど 

7．その他（                              ） 

問 8．東日本大震災を経験して、省エネルギー及び再生可能エネルギーに対して、意識

の変化はありましたか。（あてはまるもの1つに○） 

1．震災前より一層意識するようになった   

2．震災前と同じように意識している 

3．震災前は意識していなかったが、意識するようになった 

4．震災後は一時意識していたが、現在はあまり意識していない 

5．震災前と変わらず意識していない     

6．その他（                              ） 

問 9．電力自由化についてご存知ですか。（あてはまるもの1つに○） 

1．知っている。実際に電力会社の比較検討を行った 

2．知っているが、特に比較検討などはしていない 

3．名前は聞いたことがあるが、よく知らない 

4．全く知らない 

問 10．電力自由化になり実際に電力会社を変更しましたか。（あてはまるもの1つに○） 

1．はい        2．いいえ 
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3.地球温暖化対策の取り組み状況について 

問 11．以下は、日常生活において、あまり費用をかけずにできる省エネ・温室効果ガ

ス削減の取り組みです。取り組み状況を教えてください。（それぞれあてはまる

もの1つに○） 

また、「今後も取り組まない」と回答された場合は、その理由を下表の1～8か

ら１つ選んで、番号を記入してください。 

常に 
取り組ん
でいる 

時々 
取り組ん
でいる 

今後 
取り組も
うと思う 

今後も 

取り組ま 
ない 

取り組ま 
ない理由 

①電化製品はこまめに電源を切る １ ２ ３ ４  

②冷暖房の温度設定を控えめにする 

（冷房28℃ 暖房 20℃） 
１ ２ ３ ４ 

③エアコンのフィルターをこまめに掃除する １ ２ ３ ４  

④使用していない電化製品のコンセントは抜く １ ２ ３ ４ 

⑤冷蔵庫に物を詰め過ぎたり無駄な開閉をしない １ ２ ３ ４  

⑥冷蔵庫内の設定温度を季節に応じて変更する １ ２ ３ ４ 

⑦洗濯物はまとめて洗う １ ２ ３ ４  

⑧お風呂の追い炊きを控える １ ２ ３ ４ 

⑨水の無駄遣いをなくす １ ２ ３ ４  

⑩ごみの減量に努める １ ２ ３ ４ 

⑪古新聞や缶・びんなどを分別し 

リサイクルに出す 
１ ２ ３ ４ 

⑫マイバッグなどを利用しレジ袋削減に協力する １ ２ ３ ４ 

⑬グリーン製品を購入する（詰め替え品など） １ ２ ３ ４  

⑭地産地消、近隣が産地の農産物を購入する １ ２ ３ ４ 

⑮エコドライブを実践する １ ２ ３ ４  

⑯自動車ではなく公共交通機関を利用する １ ２ ３ ４ 

⑰環境にちなんだ活動に積極的に参加する １ ２ ３ ４  

⑱身近な緑化に心掛けている １ ２ ３ ４ 

⑲家庭での電気やガスの使用量を把握する 

（環境家計簿の活用など） 
１ ２ ３ ４ 

※「今後も取り組まない」を選択した場合、次の理由番号（1～8）を記入ください。 

1 必要性を感じない 5 行政の補助制度などが足りない 

2 一人だけでしても効果が少ないから  6 何にどうやって取り組めば良いのかわからない 

3 手間がかかる  7 該当機器などを所持していない 

4 環境にやさしい製品の価格が高い    8 特にない 
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問 12．以下は、省エネ・温室効果ガス削減に貢献する機器・設備です。現在の導入状

況及び今後の導入意思を教えて下さい。（それぞれあてはまるもの1つに○） 

     また、「今後も導入しない」と回答された場合は、その理由を下表の1～9から

１つ選んで、番号を記入してください。

既に導入
している 

今後、 

導入予定 

興味はあ
る 

今後も導入
しない 

導入しない
理由

①太陽光発電 １ ２ ３ ４ 

②太陽熱温水器 １ ２ ３ ４ 

③家庭用蓄電池 １ ２ ３ ４ 

④家庭用燃料電池（エネファームなど） １ ２ ３ ４ 

⑤ＨＥＭＳ（※１） 

（ホームエネルギーマネジメントシステム）
１ ２ ３ ４ 

⑥省エネ性の高い給湯器 

（エコキュート、エコウェル、 

エコジョーズ、エコワンなど） 

１ ２ ３ ４ 

⑦ＬＥＤ照明、省エネ型照明 １ ２ ３ ４ 

⑧二重窓や外断熱など、住宅の断熱化 １ ２ ３ ４ 

⑨緑のカーテン・屋上緑化 １ ２ ３ ４ 

⑩ハイブリッド自動車などの低公害車 １ ２ ３ ４ 

※「今後も導入しない」を選択した場合、 

次の理由番号（1～9）を記入ください。 

1 居住者の一存で導入できない 

2 設置場所の問題で導入できない 

3 費用負担が大きい    

4 省エネ・温室効果ガス削減効果があるか疑問である 

5 機器の性能に不安がある  

6 よく知らない（情報がない） 

7 必要性を感じない    

8 既に他の省エネ機器・設備を導入している 

9 特に理由はない 

※１ HＥＭＳ（ホームエネルギー

マネジメントシステム）とは、電

気などの使用量を常時「見える化」

するなど家庭で使うエネルギーを

節約するシステムです。 
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4.地球温暖化対策に対する区への要望 

問13．地球温暖化対策について、区に取り組んでほしい事項は何ですか。  

（あてはまるもの3つまでに○） 

1．区民への地球温暖化に関する情報の提供    

2．こどもたちに対する環境学習の充実 

3．環境に配慮した製品の購入や省エネルギー対策などに対する補助金などの実施 

4．区が自ら地球温暖化対策（省エネルギー・省資源、低公害車の導入など）を推進 

5．地球温暖化対策に関する条例を制定し、区民・事業者の取り組みを強化する 

6．道路交通網の整備による交通渋滞の解消    

7．公共交通機関の充実 

8．ごみの減量化・リサイクルの推進 

9．地球環境の保全のために活動している市民団体などへの支援 

10．その他（                                ）    

問 14．その他、区の地球温暖化防止の取り組みに関する要望などがございましたらお

書きください。（自由記入欄） 

アンケートは以上です。お忙しいところご協力いただき、ありがとうございました。 

記入漏れがないかもう一度お確かめの上、本回答用紙を同封の返信用封筒に入れ、○月○

日（○）までにご投函下さいますようお願い致します。 
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日頃から区政にご理解ご協力をいただきありがとうございます。 

本区では、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため平成 19 年度に「北区

地球温暖化対策地域推進計画」を策定しました。このたび平成 29 年度の改定に向けて

現行計画の施策の効果検証を行うために、区内の事業者の皆さま 1,8０0 事業所を無作

為に選ばせていただき、調査を実施いたします。 

なお、本意識調査の内容につきまして上記目的以外に使用することはございません。 

回答は答えやすい項目だけでも結構です。ただし、事業者としてのご回答をいただき

たく存じますので、恐縮ですが経営に携わる方のご回答をお願いいたします。 

ご回答いただきました調査票につきましては、同封の返信用封筒に入れて、○月○日

（○）までに郵便ポストにご投函いただきますよう、お願い申し上げます。 

平成２9年 ○月 

東京都北区 生活環境部 環境課 

この調査に関してのお問い合わせは、下記までお願いします。 

東京都北区 生活環境部 環境課 環境政策係 

電話 ０3－3908－8603（直通） 

ＦＡＸ ０3－３906－8474

北区地球温暖化対策地域推進計画の改定に関する

事 業 者 意 識 調 査

（案）
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地球温暖化って何？ 

地球の表面は太陽のエネルギーで温められています。温められた地球から放出された熱の多くは宇宙

に放出されますが、一部、二酸化炭素、メタンや一酸化炭素などの温室効果ガスと呼ばれる気体によっ

て吸収され地球を温室のように温かく保ってくれています。ところが、この温室効果ガス、特に二酸化

炭素が増え大気中に熱がこもり、気温が上

昇することを地球温暖化といいます。 

その原因は？ 

温室効果ガスの約 95％が二酸化炭素にな

ります。二酸化炭素のほとんどが、エネル

ギーを作る際に排出されます。そのため、

電気やガソリンなどのエネルギーを大量に

使うことが二酸化炭素の発生につながり、

地球温暖化が進む原因となっています。 

温暖化が進むとどうなるの？ 

地球温暖化は、異常気象を引き起こすこ 

とになり、私たちの生活にも関係してきます。 

温室効果ガスの排出量はどれくらい？ 

日本は、京都議定書で約束をした「平成20年度～平成24年度の5年間で平成2年度と比較して6％

削減」に対し、8.4％削減し目標を達成しました。しかし、削減量には、森林が吸収する量や国同士の

排出量取引等が含まれるため、温室効果ガスの排出量だけでみると5か年平均は12億7,800万トン

と1.4％増加しています。さらに、平成28年 11月に「パリ協定」が発効され、日本は「平成42年

度に平成 25 年度と比較して 26％削減」の中期削減目標を掲げています。目標達成には、従来の取り

組みの延長では実現困難です。国、地方公共団体、事業者、国民等、あらゆる主体が自分ごととして捉

え、削減に向けて積極的に取り組む必要があります。 

温暖化を防止するには？ 

地球温暖化防止のためには、二酸化炭素の排出を減らす

ことが必要です。節電や節水・ごみの減量などエネルギー 

や資源の無駄使いをなくすとともに、太陽光発電などの自然エネルギーを有効に利用していくことが重

要です。また、二酸化炭素を吸収する植物を増やす緑化も有効な手段の一つになります。

①健康被害 

猛暑が続くと、体へ負荷がかかるよう

になります。熱中症にかかる危険も高

くなり、マラリアなどの熱帯性の感染

症の発生範囲が広がり免疫の 

ない人への感染拡 

大が考えられます。 

②自然災害の増加 

降雨パターンが大きく変わり、台

風やハリケーンなどの熱帯性の

低気圧が猛威を振るい、洪水や高

潮などの被害が 

増加する可能性 

があります。 

③農作物の被害 

気温が上がると、害虫が増えた

り、これまで作っていた作物が

気温に適さなくなったりして、

収穫できる量 

が少なくなり 

ます。 

出典：環境省「子ども環境白書2012」 

出典：全国地球温暖化防止活動センター 

出典：環境省「子ども環境白書2012」 
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1. 貴事業所について 

事業形態 1．事務所  2．店舗  3．工場  4．学校  5．その他（     ） 

業種 

1．建設業  2．製造業（出版印刷）   3．製造業（金属製品/機械） 

4．製造業（その他）   5．運輸業   6．倉庫業   7．卸売業 

8．小売業  9．金融/保険/不動産業   10．飲食店・宿泊業 

11．サービス業  １２．その他（                 ） 

従業員数 
1．5～9人     2．10～19人  3．20～49人 

4．50～99人   5．100人以上 

北区での 

営業年数 

1．2年未満     2．2年以上5年未満   3．5年以上10年未満 

4．10年以上20年未満  5．20年以上30年未満   6．30年以上 

事業所（建物）

の延床面積 

1．200㎡未満           2． 200㎡以上 ～   500㎡未満 

3．  500㎡以上 ～ 1,000㎡未満 4．1,000㎡以上 ～ 2,000㎡未満 

5．2,000㎡以上 ～ 3,000㎡未満 6．3,000㎡以上 

業務用車 

保有台数 
（       ）台（※未保有はゼロを記入） 

事業所の建物の

所有形態 

1．オーナービル・個人所有  2．テナントビル    

3．ビルなどの区分所有    4．その他 

共用部のエネル

ギー使用料 

※事業所の建物の所有形態で2,3 を回答した方のみご回答ください。 

１．管理費に含まれていて、毎月一定額 

２．月ごとに、何らかのルールで按分して支払っている（毎月一定ではない） 

３．不明 

エネルギー設備

の管理・更新の

権限 

１．貴社（このアンケートが送付された所）の責任者、経営者 

２．その他（本社・本店・事業本部等） 

事業所と住居部

分の比率 

※貴社が住居併設型の事業所及び店舗の方のみご回答ください。 

延べ床面積比率   住居：事業所 ＝       ：       

エネルギー比率   住居：事業所 ＝       ：       



- 4 - 

2.地球温暖化問題への関心について

問 1．地球温暖化について、どのくらいの関心をお持ちですか。貴事業所の考えに最も

近いものをお選びください。（あてはまるもの1つに○） 

1．非常に重要と考えている   2．重要と考えている   3．どちらとも言えない 

4．あまり関心がない      5．分からない 

問 2．貴事業所の地球温暖化対策の考え方についてどのようにお考えですか。最も考え

に近いものをお選びください。（あてはまるもの2つに○） 

1．法令を遵守するため     

2．経費節減も兼ねられるから 

3．企業の社会的責任であると考えるから   

4．事業所や製品、商品などのイメージアップのため      

5．温暖化の影響は今後の業績に関わってくるため       

6．新たな事業活動の展開のため 

7．特に取り組む必要はない 

８．その他（                             ） 

問 3．エコアクション 21 は、事業者が省エネルギーや省資源など環境への取り組みを

実践・改善し、その結果を社会に公表するための方法について環境省が策定した

ガイドラインであり、環境マネジメントシステムの１つです。このエコアクショ

ン21をご存知ですか。（あてはまるもの1つに○） 

1．認証・登録している 

2．よく知っているが、認証・登録はしていない 

3．聞いたことはあるが、あまり知らない  

4．全く知らない  

問 4．北区では、地球温暖化対策の取り組みとして、新エネルギー及び省エネルギー機

器等導入助成を行っていますが、ご存知ですか。（あてはまるもの1つに○） 

1．知っているし、利用したことがある  

2．よく知っているが、利用したことはない 

3．聞いたことはあるが、あまり知らない 

4．全く知らない 
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3.地球温暖化対策の取り組み状況について 

問5．貴事業所における、エネルギー（※）使用量等の管理方法を教えてください。 

（それぞれあてはまるものに○） 

現
在
や
っ
て
い
る

現
在
や
っ
て
い
な

い
が
、
今
後
や
る

現
在
や
っ
て
い
な

い
し
、
今
後
も
し
な

い

1）エネルギー使用量の記録（年間・月別など） 1 2 3 

2）CO2排出量の推計 1 2 3 

3）CO2排出量の削減目標の設定 1 2 3 

4）エネルギーの削減目標の設定 1 2 3 

5）エネルギー管理の専門部署や担当者の設置 1 2 3 

   ※エネルギー：電気・ガス・燃料等 

問 6．貴事業所では、環境への配慮としてどのような対策を導入、又は実行しています

か。取り組み状況をお答えください。（それぞれあてはまるもの1つに○） 

■普段の取り組み 

ほぼ実行 

している 

あまり 

実行して 

いない 

今後実行
する予定 

実行予定
はない 

１．クールビズ、ウォームビズ １ ２ ３ ４ 

２．こまめな消灯（始業前、昼休み、休憩時、
不使用時など） 

１ ２ ３ ４ 

３．空調機器の設定温度管理、使用時間管理  １ ２ ３ ４ 

４．エレベーターの利用を減らす １ ２ ３ ４ 

５．OA機器の待機電力削減 １ ２ ３ ４ 

６．マイカー通勤の自粛 １ ２ ３ ４ 

７．エコドライブの推進 １ ２ ３ ４ 

８．グリーン調達の推進 １ ２ ３ ４ 

９．ごみの削減や分別などの推進 １ ２ ３ ４ 

10．従業員向け講習会の実施 １ ２ ３ ４ 

11．その他（              ） １ ２ ３ ４ 
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■設備・システム 

導入済み 導入予定 
導入を 
検討中 

導入予定 
なし 

１．太陽光発電設備 １ ２ ３ ４ 

２．太陽熱利用設備 １ ２ ３ ４ 

３．風力発電設備 １ ２ ３ ４ 

４．その他の再生可能エネルギー 

  具体的に（             ） 
１ ２ ３ ４ 

５．コージェネレーションシステム、ヒートポ
ンプ等の高効率なエネルギーシステム 

１ ２ ３ ４ 

６．燃料電池の導入 １ ２ ３ ４ 

７．事業所建物の断熱化 

（ペアガラス、複層ガラス等） 
１ ２ ３ ４ 

８．高効率空調システム １ ２ ３ ４ 

９．地中熱の利用 １ ２ ３ ４ 

10．照明等のセンサによる自動制御 １ ２ ３ ４ 

11．省エネタイプのＯＡ機器や照明器具 １ ２ ３ ４ 

12．低燃費車や低公害車 

（ハイブリッド車、電気自動車等） 
１ ２ ３ ４ 

13．バイオマス資源の利用 １ ２ ３ ４ 

14．雨水の利用 １ ２ ３ ４ 

15．屋上や壁面の緑化 １ ２ ３ ４ 

16．製造工程や製造ラインの効率的改善 １ ２ ３ ４ 

■環境マネジメントシステム 

導入済み 導入予定 
導入を 
検討中 

導入予定 
なし 

１．ISO14001  １ ２ ３ ４ 

２．エコアクション21 １ ２ ３ ４ 

３．KES・環境マネジメントシステム １ ２ ３ ４ 

４．エコステージ １ ２ ３ ４ 
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問 7．省エネルギー診断を受けたことがありますか？（あてはまるもの1つに○） 

1．すでに受け、省エネ改修等を行った（現在行っている）  

2．すでに受けたが、省エネ改修等はまだ行っていない 

3．現在検討中 

4．受ける予定はない  

問 8．貴事業所が温暖化対策・省エネ・温室効果ガス削減の取り組みを進める上で、課

題はありますか。（あてはまるもの２つまでに○） 

1．資金的余裕が無い             

2．人員及び時間的余裕が無い 

3．単独では取り組みにくい（事業形態や建物の制約がある等） 

4．設備などの取り扱い方や維持管理が難しい 

5．社内意識が低い 

6．どのような取り組みをすればよいかわからない 

7．その他課題（                              ） 

8．十分取り組んでおり、課題は特にない    

9．取り組む必要性を感じない 

問 9．地球温暖化対策に役立つ施設・設備、システム等の導入にあたって、どういった

条件が整っていれば導入されますか。（あてはまるもの2つまでに○） 

1．導入にあたっての補助・融資が受けられる    

2．地球温暖化対策として非常に効果が高く、取り組みをＰＲできる 

エコ事業所として認証される 

3．光熱費など必要経費を抑えられる 

4．法律や条例などにより事業所が利用するエネルギー関連の規制が強化される 

5．機器の性能が上がり、費用対効果が向上する 

6．既存の機器・設備が老朽化する 

7．条件に関わらず、導入するつもりはない  

8．その他（                               ） 

問 10．東日本大震災を経験して、省エネルギー及び再生可能エネルギーに対して、意

識の変化はありましたか。（あてはまるもの1つに○） 

1．震災前より一層意識するようになった   

2．震災前と同じように意識している 

3．震災前は意識していなかったが、意識するようになった 

4．震災後は一時意識していたが、現在はあまり意識していない 

5．震災前と変わらず意識していない     

6．その他（                               ） 
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4.地球温暖化対策に対する区への要望 

問11．地球温暖化対策について、区に取り組んでほしい事項は何ですか。 

（あてはまるもの3つまでに○） 

1．地球温暖化に関する情報の提供    

2．太陽光や地中熱利用など再生可能エネルギーを利用した設備やエコカーなどの導入に

対して補助制度を充実させる 

3．省エネルギー診断に対する支援 

4．ＥＳＣＯ事業導入に対する支援 

5．ISO14001などの認証取得支援  

6．優良事業者を認証又は表彰する制度を設ける  

7．地球温暖化対策に関する条例の制定 

8．道路交通網の整備による交通渋滞の解消    

9．公共交通機関の充実 

10．ごみの減量化・リサイクルの推進 

11．地球環境の保全のために活動している市民団体などへの支援 

12．学校や地域での環境学習、環境教育を充実させる 

13．その他（                               ） 

問 12．その他、区の地球温暖化防止の取り組みに関する要望などがございましたらお

書きください。（自由記入欄） 

アンケートは以上です。お忙しいところご協力いただき、ありがとうございました。 

記入漏れがないかもう一度お確かめの上、本回答用紙を同封の返信用封筒に入れ、○月○

日（○）までにご投函くださいますようお願い致します。 
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参考資料２ 

東京都北区環境基本条例 

平成一八年三月二八日 

条例第三号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条～第八条） 

第二章 環境の保全に関する基本的施策等 

第一節 環境基本計画（第九条） 

第二節 区が講ずる環境の保全のための施策等（第十条～第二十一条） 

第三節 国及び都その他の地方公共団体との協力等（第二十二条～第二十四条） 

第四節 環境審議会（第二十五条） 

第三章 雑則（第二十六条） 

付則 

北区は、荒川の水辺や崖線のみどりに恵まれ、また、江戸時代からの桜の名所である飛鳥山をはじ

めとして豊かな歴史と文化遺産を有し、これらが私たちにうるおいとやすらぎのある良好な環境をも

たらしている。 

しかし、物質的に豊かで便利な生活やそれを支える産業活動、都市化の進展は、北区でも大気汚染

や化学物質による環境汚染、ヒートアイランド現象など様々な環境問題を発生させ、さらには地球温

暖化やオゾン層の破壊、野生生物種の減少など、国を超えた規模での環境破壊を進行させている。 

私たちは、快適で良好な環境を享受する権利を有するとともに、かけがえのない北区と青い地球を

将来の世代に引き継いでいく責務がある。 

そのために、私たち一人ひとりが地球に生きる一員としての自覚を持ち、環境負荷低減に努めると

ともに、区民、事業者、民間団体及び区が協働で環境活動に取り組むことにより、すべての息づくも

のが共生できる環境を目指して、ここに、この条例を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、環境の保全についての基本理念を定め、区民、事業者、民間団体及び区の責務

及び協働の取組を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本的事項を定めることによ

り、その施策を総合的かつ計画的に推進し、もつて現在及び将来のすべての区民が、健康で快適な

生活を送ることができる環境共生都市の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 環境の保全 良好な環境を維持し、回復し、及び創出することをいう。 

二 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる負の影響であつて、環境の保全上の支障の原

因となるおそれのあるものをいう。 

三 公害 事業活動その他の人の活動に伴つて生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、

土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭によつて、人の健康又は生活環境（人の生活に密

接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。）に係

る被害が生ずることをいう。 

四 循環型社会 製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が再び資源として適正に

循環的な利用が行われることが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資源については適

正な処分が確保され、もつて天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社

会をいう。 

五 民間団体 環境活動を行うＮＰＯ、ボランティア団体等をいう。 

（基本理念） 
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第三条 環境の保全は、区民が健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保し、

これを将来の区民へ継承していくことを目的として行わなければならない。 

２ 環境の保全は、人と自然が共生し、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会が構築される

ことを目的として、すべての者の自主的かつ積極的な取組によつて適切に推進されなければならな

い。 

３ 環境の保全は、地域の環境が地球全体の環境と深く係わつていることにかんがみ、すべての者が

地球環境の保全を自らの課題として認識し、地球環境問題への貢献をするため、すべての活動にお

いて推進されなければならない。 

４ 区民、事業者、民間団体及び区は、自ら環境の保全を推進するとともに、協働して地域及び地球

全体の環境の保全に努めなければならない。 

（区の責務） 

第四条 区は、前条に定める環境の保全についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのつと

り、次に掲げる事項について、基本的かつ総合的な施策を策定し、実施する責務を有する。 

一 公害の防止に関すること。 

二 大気、水、土壌、動植物等からなる自然環境の保全に関すること。 

三 野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保に関すること。 

四 人と自然との豊かなふれあいの確保に関すること。 

五 良好な景観、地域環境美化等に関すること。 

六 みどりの保護及び育成に関すること。 

七 資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量に関すること。 

八 地球温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境の保全に関すること。 

九 前各号に掲げるもののほか、環境への負荷の低減に関すること。 

２ 区は、基本理念にのつとり、すべての施策の策定及び実施に当たつては、環境への負荷の低減そ

の他の環境の保全のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（区民の責務） 

第五条 区民は、基本理念にのつとり、日常生活において環境への負荷の低減に努めなければならな

い。 

２ 前項に定めるもののほか、区民は、基本理念にのつとり、環境の保全に自ら努めるとともに、区

が実施する環境の保全に関する施策に積極的に参画し協力する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、基本理念にのつとり、その事業活動を行うに当たつては、これに伴つて生ずる公

害を防止し、及び廃棄物を適正に処理し、並びに自然環境を保全するために必要な措置を講ずる責

務を有する。 

２ 事業者は、基本理念にのつとり、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たつては、

その事業活動に係る製品その他の物の原材料の選定から製造、販売、使用及び廃棄までの各段階に

おいて環境への負荷の低減に資するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、基本理念にのつとり、環境の保全に自ら努めるとともに、区が実施する環境の保全に

関する施策に積極的に参画し協力する責務を有する。 

（民間団体の責務） 

第七条 民間団体は、基本理念にのつとり、環境の保全に自ら努めるとともに、区が実施する環境の

保全に関する施策に積極的に参画し協力する責務を有する。 

（年次報告） 

第八条 区長は、毎年度、環境の状況及び環境の保全に関する施策の実施状況の報告書を作成し、公

表するものとする。 

第二章 環境の保全に関する基本的施策等 

第一節 環境基本計画 

（環境基本計画） 

第九条 区長は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、北区環境基本計画

（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
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一 環境の保全に関する目標 

二 環境の保全に関する施策の方向 

三 環境の保全に関する行動及び配慮の指針 

四 前三号に掲げるもののほか、環境の保全に関する重要事項 

３ 区長は、環境基本計画を定めるに当たつては、区民の意見を反映することができるよう必要な措

置を講ずるものとする。 

４ 区長は、環境基本計画を定めるに当たつては、あらかじめ第二十五条に規定する東京都北区環境

審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 区長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

第二節 区が講ずる環境の保全のための施策等 

（環境基本計画との整合） 

第十条 区は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たつては、環境基

本計画との整合を図らなければならない。 

（新規事業の環境配慮） 

第十一条 区は、新規事業を計画し、及び実施するに当たつては、その事業の計画段階から、環境の

保全について適切な配慮をしなければならない。 

（循環型社会形成の推進） 

第十二条 区は、循環型社会の形成を推進するため、資源の循環的利用、エネルギーの有効利用及び

廃棄物の減量が促進されるように、必要な措置を講ずるものとする。 

（公共施設の整備） 

第十三条 区は、公共施設の整備に当たつては、環境の保全に資する必要な措置を講ずるものとする。 

（環境教育及び環境学習の推進） 

第十四条 区は、区民、事業者及び民間団体が環境の保全についての理解を深められるように、環境

の保全に関する教育及び学習の推進に必要な措置を講ずるものとする。 

（区民等の環境の保全に関する活動の促進） 

第十五条 区は、区民、事業者及び民間団体が自発的に行う環境の保全に関する活動が促進されるよ

うに、必要な措置を講ずるものとする。 

（誘導的措置） 

第十六条 区は、区民、事業者及び民間団体が環境への負荷の低減を図るために適切な措置をとるこ

ととなるよう誘導するため、特に必要があるときは、適正な助成その他の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（情報の収集及び提供） 

第十七条 区は、環境に関する情報の収集に努めるとともに、その情報を適切に提供するよう努める

ものとする。 

（区民等の意見の反映） 

第十八条 区は、区民、事業者及び民間団体の意見を環境の保全に関する施策に反映させるため、必

要な措置を講ずるものとする。 

（調査の実施） 

第十九条 区は、環境の保全に関する施策の適正な推進を図るため、環境に関する必要な調査を実施

するものとする。 

（監視等の体制の整備） 

第二十条 区は、環境の状況を把握し、及び環境の保全に関する施策を適正に実施するために必要な

監視、測定等の体制を整備するものとする。 

（財政上の措置） 

第二十一条 区は、環境の保全に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

第三節 国及び都その他の地方公共団体との協力等 

（国及び都その他の地方公共団体との協力） 
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第二十二条 区は、広域的な取組が必要とされる環境の保全に関する施策を策定し、及び実施するに

当たつては、国及び都その他の地方公共団体と協力して推進するものとする。 

（国際協力） 

第二十三条 区は、環境の保全に関する国際協力の推進に努めるものとする。 

（区民等との協働の組織の整備） 

第二十四条 区は、環境の保全に関し、区民、事業者及び民間団体と協働して取り組むための組織を

整備するものとする。 

第四節 環境審議会 

（環境審議会） 

第二十五条 環境基本法（平成五年法律第九十一号）第四十四条の規定に基づき、区長の附属機関と

して東京都北区環境審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

一 環境基本計画等環境計画の策定、推進及び改定に関すること。 

二 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する基本的事項 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、区長に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、環境の保全について学識経験を有する者（以下「学識経験者」という。）、区民、事

業者、民間団体、区議会議員及び区職員のうちから、区長が委嘱し、又は任命する委員十八人以内

をもつて組織する。 

５ 委員の任期は二年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

６ 特別な事項又は専門的な事項を調査審議するために必要があるときは、審議会に臨時委員を置く

ことができる。 

７ 臨時委員は、学識経験者、区民及び区職員のうちから区長が委嘱し、又は任命する。 

８ 臨時委員は、当該特別な事項又は専門的な事項の調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。 

９ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、東京都北区規則（以下

「規則」という。）で定める。 

第三章 雑則 

（委任）  

第二十六条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

（東京都北区みどりの条例の一部改正） 

２ 東京都北区みどりの条例（昭和六十年九月東京都北区条例第十五号）の一部を次のように改正す

る。 

目次中 

「 第五章 緑化推進審議会（第二十二条）    

   第六章 雑則（第二十三条―第二十六条） 」  

を「第五章 雑則（第二十二条―第二十五条）」に改める。 

第五章を削る。 

第六章中第二十三条を第二十二条とし、第二十四条から第二十六条までを一条ずつ繰り上げる。 

第六章を第五章とする。 



参考資料３ 

東京都北区環境審議会規則 

平成一八年三月二八日 

規則第一〇号 

改正 平成二二年 三月二三日規則第二一号 平成二三年 三月 七日規則第九号  

（趣旨） 

第一条 この規則は、東京都北区環境基本条例（平成十八年三月東京都北区条例第三号。以下「条例」

という。）第二十五条の規定に基づき、東京都北区環境審議会（以下「審議会」という。）の組織

及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（審議会の組織） 

第二条 条例第二十五条第四項に規定する審議会の委員の構成は、次のとおりとする。 

一 学識経験を有する者 七人以内 

二 区民、事業者及び民間団体 七人以内 

三 区議会議員 四人 

（会長及び副会長） 

第三条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第四条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

４ 会議は、公開を原則とする。ただし、出席委員の過半数で決したときは、非公開とすることがで

きる。 

（委員以外の者の出席） 

第五条 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を審議会に出席させて意見を聴くことが

できる。 

（専門部会） 

第六条 会長は、必要があると認めたときは、審議会に専門部会（以下「部会」という。）を置くこ

とができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員及び臨時委員をもつて組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもつて充てる。 

４ 部会長は、部会を招集し、部会の会務を総理し、部会の調査審議の経過及び結果を審議会に報告

する。 

（庶務） 

第七条 審議会の庶務は、生活環境部環境課において処理する。 

（委任） 

第八条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、審議会が定める。 

付 則 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

付 則（平成二二年三月二三日規則第二一号） 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

付 則（平成二三年三月七日規則第九号） 

この規則は、平成二十三年四月一日から施行する。 


